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中国における家庭内暴力に関する研究
―フェミニズムの視点から―
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Research on Domestic Violence in China
―from the Perspective of Feminism―
Rong LIU，Toyoji TANAKA
要 旨
1995年、「国連第４回女性会議」が北京で開催された。中国ではこの大会を契機とし、女性問題に
関する研究が活発に行われるようになり、全国規模で女性問題研究機関が相次いで設置され、80年代
に現れた「女性学」という新たな学問分野に大きな進展があった。専門の著作や論文などの研究成果
が次々と発表され、また研究者も多く現れてきた。その発展につれて、一時「陰盛陽衰」（陰である
女性が活躍して勢いが盛んになり、陽である男性は衰えている）という声が四方で聞かれた。しか
し、実際には伝統的中国社会では、「家父長制」の強烈な影響がまだ残っている。陰と見なされた女
性は家庭内のものであり、男子の附属物という扱いを受けている。女性は男性と平等になれないた
め、生まれた時から自分のあらゆる権利を主張できなくなっている。その上、男性の都合で暴力を振
るわれ、ドメスティック・バイオレンス（DV）が社会問題になっている。本稿では、中国の伝統思
想である男権主義から、そこで生まれた女性への暴力事件を分析し、問題の普遍的性格を浮き彫りに
したい。また、女性に対する暴力と男女間に存在する権利、支配、特権という背景から、その根本的
原因のいくつかを検討し、女性たちが改革のための有効な戦略をどのように打ち立てようとしている
かを明らかにする。さらにこれらを理解した上で、家庭内暴力を無くすための対策を提言する。
第１章 現代中国における女性と婚姻
第１節 家庭における女性の地位
新中国が成立して以来、女性の社会的役割が強調され、中国女性の発展にとってかつてないチャンスが
巡ってきたと言われる。一般家庭では、夫婦共働きで家計を維持し、それぞれが収入を有し、家庭の経済
面において女性も自主権を持つようになってきた。さらに、80年代に入り、市場経済が導入され、女性の
自我意識が強くなり、自我に基づいた生き方をする自主権が保障され、さらに寛容になった社会で発展の
チャンスを得て、自尊・自愛・自立・自強という主体性が強調され、自由に職業を選べるようになった。
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また職業の多様化により職業選択肢が広がり、女性が様々な分野で活躍できるようになった。経済上の独
立は女性の結婚生活に関する満足度を高めた。結婚満足度についての調査では、18〜35歳既婚女性の中で
「非常に満足」が43.9％、「まあまあ満足」が49.9％と、９割を超える女性が満足しているのに対し、「あ
まり満足していない」５％、「非常に不満」が1.2％という結果であった１)。
女性の主体性は、家庭の重大事の決定にも現れている。「女性の家庭における重大事（投資、ローン、
マイホーム購入など）の決定権」の比率を図１で示す。これらのデータが示しているように、女性は、家
庭における地位が男女平等か、もしくは高いと感じており、その地位に満足している。しかし、妻の収入
が夫の収入との間にかなり差があるのも事実である。
上海の会社で働く女性の2005年の平均年収は60,445元で、男性の平均年収より1.6万元低く、76.3％に
相当する。深センでの格差がもっとも大きく、収入格差は、男性の40％で、なんと21,500元もある２)。
上海社会科学院社会学研究所が実施した「中国婚姻質調査」では、夫の収入が家庭収入の７割以上を占
める家庭が24.5％、6割以上が19.2％、５割以上は27.2％で、合計70.9％の家庭において、夫の収入が妻
より高く、夫が家庭収入の主要分担者であることが示されている。農村部でも同様で、「男工女耕」現象
が一般的で、夫が収入の高い仕事を得るために出稼ぎをし、妻が収入の低い農業労働や、育児、老人介護
など無収入の家事労働を任せられている。
都市部、農村部いずれにおいても、このような格差がある理由として、以下の２点が考えられる。
１ 夫婦間の学歴差
白熱化する就職前線と厳しい社会競争に直面している女性が、「お金持ち」を結婚条件の第一とし、「楽
に暮らしたい」という願望はよくわかる。そこで、女性は「高収入」と結びつける「高学歴」を有する者
か、社会的地位が自分より高い男性を選ぶ傾向が強まっている（表１）。
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１) 陳方『失落与追尋―世紀之交中国女性価値観的変化―』中国社会科学出版社，2003年，p. 293。
２) 全国婦聯婦女研究所『婦女緑皮書 2006〜2007年：中国性別平等与婦女発展報告』2008年，p. 261。
図１ 女性の家庭における重大事（投資，ローン，マイホーム購入など）の決定権
典拠：全国婦連・国家統計局「第２期中国婦女社会地位抽様調査主要数拠報告」2001年
http://www.women.org.cn/womenorg/funvyanjiu/shujv.htm
注：「従事何種生産」は個人経営や農村部における生産内容の決定を指す。
２ 家事労働分担の不均衡による昇進差
市場経済から生み出される富は、計測可能なのでフォーマル経済とされる。そこでの労働は「ペイド・
ワーク」（有償労働）である。これに対して、家庭やコミュニティは市場外部であり、金額計測できない
インフォーマルな経済活動である。したがって家事・育児、介護をはじめ地域活動などは「アンペイド・
ワーク」（無償労働）と見なされる。
中国全国婦女連合会と国家統計局が合同で実施した「第２期中国婦女社会地位抽様調査」のデータ（図
２）によると、第１期の調査結果に比べ、家事労働時間は1990年の時点より短縮されたものの、依然とし
て女性が主に担当しており、毎日の平均家事労働時間は4.2時間であり、男性より2.6時間も多い。
総合的に、家庭においては女性が育児、家事、看護の主要な分担者で、仕事と家事労働の両立が困難な
ため、家庭円満のためには、どうしても家庭を優先し、向上心があっても、能力があっても、やむを得ず
仕事を犠牲にしなければならない場合が多い。その結果、同年代の男性より昇進の機会が少なく、年齢が
上がれば上がるほど差が多くなる。妻と夫の昇進差を表２に示してみる。
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表１ 年齢別妻と夫の学歴総合値
20−29歳 30−39歳 40−49歳 50歳以上 平 均
妻 11.04 10.38 9.54 8.36 9.97
夫 11.20 10.43 10.54 10.45 10.53
妻／夫 0.9857 0.9962 0.9164 0.8000 0.9468
典拠：李小江・朱虹・董秀玉「平等与発展」，雑誌『生活・読書・新知』，三聯書店
注：学歴が小学以下は０，小学は4.5，中学が7.5，高校は11，大学は14.5ポイントとして計算。
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図２ 男女別家事労働時間調査
３）
典拠：全国婦連 国家統計局「第２期中国婦女社会地位抽様調査主要数拠報告」
３）蘇林『現代中国のジェンダー』明石書店，2005年，p. 108。
表２ 妻と夫の管理職になる状況比較
20−29歳 30−39歳 40−49歳 50歳以上 平 均
妻 6.4 12.0 21.1 12.3 13.7
夫 13.1 23.8 40.1 40.4 30.7
妻／夫 0.4885 0.5042 0.5262 0.3045 0.4463
典拠：李小江・朱虹・董秀玉「平等与発展」，雑誌『生活・読書・新知』，三聯書店
第２節 世代別による配偶者の選択基準
幸せな結婚をして、円満な家庭を築くことは生涯の大事であり、それが安定した社会形成の基礎とな
る。人間の価値観や恋愛観の形成は、必ず政治、経済、文化など社会的な影響を受け、その所属する階層
及び生活環境などに左右される。配偶者の選択基準も社会発展に応じて変化し、社会、政治、経済、文化
などを忠実に反映している。婚姻は一体どういうものを基準にしていたのか。社会発展に伴ない、次のよ
うにそれぞれに時代の印が刻まれている。
「門当戸対」＋「命相易学」＝20世紀50、60年代
「階級出身」＋「紅色政治」＝70年代
「職業」＋「学歴」＝80年代
「人格」＋「事業」＝90年代
第２章 中国における家庭内暴力の現状
家庭内暴力は、世界共通の問題で、先進国にせよ途上国にせよ、程度の差はあるが存在することは否定
できない現実である。アメリカの６割を占める家庭では、生涯の婚姻生活中に１回以上の暴力があり、チ
リでは８割の女性が家庭内暴力の被害者で、カナダでは３割近い女性が何時か性的侵害の被害に遭うので
はないかと恐怖心をもち、フランスでは家庭内暴力の被害者の９割以上が女性でその内の半分が夫による
ものであり、パキスタンの９割以上の専業主婦と７割以上の仕事持ちの女性が夫に殴られたことがある、
と報告されている４)。これらは問題の深刻さを物語っている。家庭内暴力の問題は世界各国で注目され、
すでに国際的な人権問題になっている。前記してきたように、中国における家庭内暴力は、深く社会背景
があってできた独特な社会現象である。90年代後半に上映されたドラマ『不要和陌生人 』（Don't
Respond To Strange）が家庭内暴力の醜い状態を全国民の前に暴露した。一夜を経て、家庭内暴力問題は
身近で、しかも表に出るようになった。その深刻さ、恐ろしさもちゃんと伝えられてきた。その後、数多
くの同じテーマの映画やドラマが作られ、家庭内で起こった暴力は「家」を出て、「社会」の注目を浴び
始めたのである。
第１節 中国における家庭内暴力について
中国では、女性暴力についての研究は５つの視点がある。
１．社会主義女権主義の視点（the socialist feminist approach）
２．過激主義女権主義の視点（the radical feminist approach）
３．生態女権主義の視点（ecofeminism, or the feminist of ecology）
４．人権の視点（the human rights approach）
５．社会性別の研究視点（gender prospect）
本論文では、このうち「１．社会主義女権主義の視点」、「４．人権の視点」、「５．社会性別の研究視
点」の影響を多く受けて考察している。とくに「４．人権の視点」から見れば、女性に対する暴力は、独
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４) 白潔「DV 問題についての若干の考査」『中央政法管理幹部学院紀要』2001年１号，p. 26．
立の個体である女性が家庭と社会における安全性の保障がないということである。それで、女性への暴力
は、単純にある女性に対して行う行為ではなくて、女性総体に対する社会における安全性が欠乏すること
を意味している。また「１．社会主義女権主義の視点」から見れば、女性に対する暴力は性別役割分担に
基づいて生まれた父権主義の産物だと考えられる。この不平等な社会性別役割分担がやがて男権主義とい
う普通の意識形態となった。この男権主義思想は社会の隅々まで浸透した。さらに「５．社会性別の研究
視点」から見れば、両性間の相互の影響関係から分析し、性別相互生産と再生産の不平等の性別関係を強
調している５)。
｢家庭内暴力」とは、中国語の定義では、「共同に生活する人による家庭内の他のメンバーに対しての重
大な傷害行為である｣６)といわれている。「重大な傷害」とは、肉体的、精神的傷害のほかに、家庭内の他
のメンバーの権利および自由選択への侵害が含まれている。
配偶者への暴力（spousal abuse）については、配偶者に傷害をもたらす故意による単独行為および一
連の行為であり、肉体的、精神的、性的暴力に分けられる。
肉体的暴力：殴る蹴るのほかに、物を投げたり、家具を壊したりすることによって、配偶者に傷害
を加え、傷痕を残すことが一般的である。
精神的暴力：辱めののしる、無視する、配偶者に金銭との接触を制限したり、家族の前で侮辱を加
えたり、肉体的暴力を加えたり、脅かす行為等がある。
性的暴力 ：侮辱的性行為をさせる、暴行を加えた後すぐ性行為を求める、暴力または恐喝を頼り
に性行為をする等が含まれる。
本章では、中国における家庭内暴力、特に配偶者暴力の現状、発生の原因、危険性、さらにその対策に
ついて、若干の検討を加えることにする。
１ 家庭内暴力の現状
家庭内暴力は、家庭の中で発生することから、家族関係が崩壊していないかぎりは、ある程度の秘密性
を伴うのが普通である。それに、中国人の「家庭内の醜いことは外へ出してはいけない」という伝統的思
想が、秘密性の防御線にもなるから、暴力の実態の正確な統計は不可能に近い。以下の調査で得た数字
データよりもっと多くの女性が暴力を振るわれていることに注意すべきである。
2000年12月10日付『中国婦女報』の記事に、中国において2.7億世帯のうち、30％の家庭に家庭内暴力
が発生しており、しかも、暴力の８割は夫によるものであり、妻が主たる被害者となっているとある。
2002年の４月から６月にかけて、中国婦女聯合会が全国の13ヵ省、地域の県・市・区において「全国家庭
道徳状況問卷調査」を実施したところによると、都市部、農村部ともに家庭内暴力の発生率は低くはな
く、調査中、「暴力をともなう夫婦喧嘩をよくする」のは7.9％、「たまにする」のは38.7％となっており、
半数近くの家庭で暴力事件が発生している。しかも、農村部では都市部より多発しており、中西部では東
部より多発していることが分かった。
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５) 上海社会科学院家庭研究中心『中国家庭研究』上海社会科学院出版社，2006年，p. 254。
６) ｢DV」の概念について、「DV とは、他人の身体傷害の目的で行われる暴力行為および身体上の傷害である」「DV とは、傷害結果を
もたらす可能性のある武力行為あるいは傷害結果をもたらす可能性のある武力行為を取ると脅迫する行為である」「DV とは、他人
の身体上の苦痛または傷害の目的で行われる行為あるいは強制に他人を屈服させる過程で、相手に必ず傷害を与える恐怖をもたらす
明らかな脅迫行為で、基本要素は行為、傷害の目的ともたらした傷害の結果である」と見解が分かれている。張学軍「DV の概念原
因および救助について」『金陵法律評論』，2001年秋季号，p. 138。
家庭内暴力の72％が「伝統的」なやりかたである「殴る、蹴る」で、他には「棍棒などの道具を使う」
「土下座をさせる」や「性的虐待」等も報告されている。調査を受けた総数の23％が、調査票に取り上げ
られなかった脅し、呪い、罵り、謗り笑いなど、精神的虐待を受けたとしている。アンケート調査によれ
ば、「たびたび暴力を受けた」女性が46％、そのうち「暴力の程度が深刻」なのが24％、「割合深刻」なも
のが50％であった７)。
1994年５月５日、中国最初の「国際家庭の日」を目前に、重慶市で発生した妻が夫に左耳と鼻を切り取
られた事件、1995年１月５日、湖北省のある女性が、夫によりガソリンをかけられた後、火をつけられて
焼死させられた事件、同年９月、北京で行われた世界女性会議の前夜、北京に住むある女性が夫により両
足の腱を切られた事件などは中国全土を驚かせた８)。『中国婦女新聞』などに報じられたこれらの残虐な
事例は、中国における家庭内暴力の深刻さを物語っている。
２ 家庭内暴力の原因
① 男尊女卑思想の残存
中国の伝統社会は、父権及び夫権中心の社会で儒教思想の影響が深かった。特に「三従四徳」という思
想は、女性を男性に服従させ、男性が社会と家庭の主人公になり、女性はあくまでも男性の附属品的存在
になるのも自然な成り行きといわれた。家庭内暴力発生の原因につき、主に伝統的文化における男尊女卑
思想の影響、男女平等の夢と現実との相克、経済面における女性の男性に対しての依存症、理想的な結婚
と現実との矛盾、結婚後の家庭関係の悪化などが指摘されている。前にも述べたように、多くの家庭で
は、家庭の「大事なこと」を誰が決めるのか、または家庭内の役割分担などは家庭における男性の地位と
結びつけて考えられている。いったんこういう関係が現実と食い違うと、男性は激しく怒る。多くの家庭
で、妻の話が夫の気に入らないと夫はむしゃくしゃするが、夫の話が妻の気に入らないのは、「当たり前」
であり、夫の話に逆らうか、自分の意見を主張することは「強情」扱いされ、暴力を振るわれても自業自
得だとされる。このような伝統的思想が、男性が女性に暴力を振るうことで男性の自尊心を守り、女性を
制御する手段としたのである。
② 社会的、経済的な男女の不平等
家庭内暴力の主な原因の一つが、男尊女卑観念の根強さであることは否定できない現実であるが、男女
の経済的、社会的地位の不平等は家庭内暴力発生のもう一つの主な原因である。家庭内暴力に関するアン
ケート調査でも、「経済的格差が地位の不平等をもたらした」という結果が出ている。楊青松と登克平が
劉 栄，田中 豊治188
７) 楊青松・登克平「家庭内暴力の現状と予防―広州地域の事例を中心に」『法学評論』2002年１号，p. 156。
８) 羅平「中国における家庭内暴力の現状、原因、対策についての考査」『新疆大学紀要』1997年４号，p. 49。
表３ 教育水平男性和女性的失業率和労働参加率
失 業 率 労働参加率
男 性 女 性 男 性 女 性
小 学 16.75 17.28 55.29 24.25
初 学 9.54 18.46 69.84 44.96
高中或中専 9.29 11.70 74.07 59.32
大専及以上 3.32 4.32 80.36 70.76
総 体 8.04 11.94 73.25 53.45
典拠：2004年中国都市就業与社会保障研究抽様数拠より作成
行ったアンケート調査の結果によれば、23％の女性と13％の男性が家庭内暴力の発生は「家庭の経済事
情」と密接な関係があることを認めた。家庭内暴力の被害者の多くが、無職か収入が低い女性で、彼女た
ちは経済的収入がなくなったか、無職になって夫から暴力を振るわれ始めることが多い。
③ 姑と嫁の関係
家庭内暴力発生の原因のもう一つが、「結婚後の家庭関係の悪化」であり、主に「姑との関係悪化」が
指摘されている。一部のアンケート調査では、家庭内暴力発生の主な原因の一つが「姑との関係の悪化」
であるという結果が報告されている。多くの場合、姑と嫁の関係が悪化すると、夫（息子）は自分の母の
味方になって妻（嫁）に立ち会う。それは中国の文化の中で、親孝行と年配の人を尊敬するのが行為規範
の準則の一つであり、男は、親を選ぶことはできないが、妻を選ぶことは一生涯の中で何回も可能である
からという。ゆえに、男は、両親は妻よりも大事、両親は自分に命をくれた血縁関係だから、婚姻関係よ
り大事にしなければならないと考える傾向がある。この家庭関係がうまくいかないと、夫婦間の衝突にな
り、最後は夫の暴力に発展するのである。これは伝統的家庭観念と現代的家庭観念との衝突でもある。
④ 夫婦愛の薄さ
｢夫婦間の感情的基礎がない」のも、家庭内暴力発生の原因の一つである。感情的基礎のあまりよくな
い結婚生活は、互いの価値観、生活習慣等の違いは婚後に現れ、知られたことにより喧嘩になり、夫の暴
力に発展することになる。あるアンケート調査によれば、中国の実際の婚姻質は中等のレベルで、夫婦間
の精神的生活はそれほどよくない、愛情による婚姻維持の比率もあまり高くない。特に、教育水準の低い
家庭及び農村部の夫婦は、子どものために婚姻状態を維持する者も少なくないという結果も出ている９)。
⑤ 道徳観の低下
代表的なのは「不倫」（中国語では「婚外恋」と呼ぶ）問題である。つまり、配偶者以外の人との恋愛
である。この現象が始まったのは、80年代後半で、目立って増えるようになったのは90年代である。当
時、「このような行為は重婚罪にあたるのではないか」「他人の結婚生活を妨害する “第三者” の行為は法
律に触れないのか」と、議論が繰り広げられた。しかし、恋愛に関する考え方もどんどん開放されてい
き、90年代には「婚外恋」は特別な現象ではなくなった。95年に行われた調査では、「結婚後も自由な恋
愛をしてかまわない」と考える人が13.7％に達していたという結果が出ている。
不倫が原因で家族関係が不和になり、妻のとがめや勧告および阻止が夫の暴力をもたらす。さらに、妻
と離婚するのが目的で、暴力をもって妻に離婚を強要する。ある調査報告によれば、「中国において離婚
件数が急増しているのは、ドメスティック・バイオレンスの結果である」。また、離婚事件のサンプル調
査によれば、全事件の４分の１で、妻に対する殴打が原因であったという。
⑥ 女性自身の原因
家庭内暴力の中で、女性が被害者であるケースが多数を占める。暴力を受けた女性は、とにかく家を守
りたい、家を崩さないように、屈辱を忍び、むしろ自分のせいで、自分が悪いと反省し、暴力のことを隠
すことにした。しかし、女性の無知と軟弱が、逆に暴力を振るう男性の気焔をあげさせ、心理的に女性を
支配する気になり、さらに女性の感情を無視し、重ねて一層酷く暴力を振るうようになった。この立場の
女性を分析すれば、いくつかの類型があることが分かる。１）子どものため、家庭を保全するため、２）
恐怖心理、３）たとえ離婚しても、１人の力で生きていけない、４）暴力を仕方なく受ける、５）当事者
の法律意識が低下している、６）少数の女性が自ら第三者になり、夫の疑惑を誘った。また結婚後、夫婦
関係をうまく作れず、夫婦感情を大切にしなく、よく夫を叱ったり、自尊心を傷つけたり、嫁の役割をき
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９) 丁文・徐泰玲『現代中国家庭の変化』，山東大学出版社，2001年，p. 208。
ちんと果たせない。結局、夫からの暴力を招いたのである。
このほかに、「社会環境及びシステム」が家庭内暴力の発生を抑制できないことも忘れてはいけない。
中国社会全般の家庭内暴力についての認識の欠如が、家庭内暴力の発生を助長した、と言っても過言では
ない。家庭内暴力が殺人事件にさえ発展しない限り、普通は夫婦喧嘩および暴力はたいしたことではな
く、「仕事のよく裁ける役人も家事を断ずることは難しい」、「打つのも叱るのもすべては愛情の表現であ
り、かわいいがため」と思う人が多い10)。
３ 家庭内暴力の危害性
暴力を振るわれた女性は、虐待を受けたことがない女性と比べ、はるかに強度の不安、鬱状態、体調不
順などに悩まされる。始終暴力を振るわれることから恐怖心に苛まれ、ストレスにさらされているのが普
通である。そのため、殴られた経験がない女性に比べ「自殺率が高い」ことが多いと考えられる。
家庭内暴力の悪影響は、虐待の被害者本人だけにとどまらない。虐待した者自身も自らの行為の結果に
悩むことがある。研究結果が示すように、夫を殺す女性の事例を見ると、直接攻撃されたり、攻撃するぞ
と脅されたりした女性の方に、そうした経験がない場合より、「夫殺しの発生率が高い」のである。
① 被害者の女性から加害者の女性へ
家庭内暴力がエスカレートして、自殺、傷害、殺人に至ることも少なくない。陝西省女子刑務所のデー
タから明らかに分かる。人数的には、2005年では、暴力の被害者による加害者への犯罪は2004年より
32.4％上昇し、2006年は2005年より21.4％上昇したことが分かった。2007年４月まで、171名の殺人犯の
なか、家庭内暴力で罪を犯したのは30.35％を占めている。
② 孤独の子どもたち
家庭内暴力の危険性のもう一つは、子どもに対する影響である。家庭内暴力が発生する時、子どもの多
くは成長する段階なので、彼（彼女）らに対しての心理的ショックが大きい。これが原因で、軟弱内向、
過激奇怪、暴力をあがめ尊ぶ性格になりやすく、精神的、心理的疾病にもかかりやすい。さらに、家に帰
ろうとしない問題少年から犯罪の道を歩む者も少なくない。2003年４月３日付『人民日報』掲載の「家庭
暴力により歪められた子どもの性格」と題目された記事に、「家庭内暴力事件がよく発生する家庭におけ
る子どものうち、成績が下がったのは54.5％、家出は20.8％、性格がねじれて罪を犯したのが12.8％」と
いう統計が示されている。
第３章 家庭内暴力への対策及び課題
第１節 「法律援助」の政策及び婦聯の行動
2003年９月、中国国務院が『法律援助条例』を実施した。各地では、よりよく婦女に法律援助を提供す
るため、法律援助センターは次々と婦聯と協力し支部になった。
中国法律援助事業の発展に連れて、多くの女性が援助を受けた。その数は、今も増える一方である。
2006年に、中国法律援助を受けた人数は540,162人で、そのうち女性は94,712人で、総数の17.5％に占め
る（表４を参照）。
法律援助は中国婦聯の主たる仕事の一つといわれる。近年、女性権利を守るため、婦聯は以下の行動を
取ったのである（「中国婦聯の行動」参照）。
女性法律援助活動は、政府に支持され、各部門で協力しながらやってきて、喜ばしい結果をもたらし
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10) この中国語の原文は、「清官難断家務事」、「打是親、罵是愛」である。
た。中でも、家庭内暴力を受けた女性への援助があって、悲惨な事件になることを免じた。しかし、表４
から見られるように、「法律援助」を受ける女性の実数は年々増えているにも関わらず、女性の総数を占
める比率は上がっていないどころか、下がっていく傾向を示している。司法部門も婦女援助に「力を貸し
ている」ことから、女性への法的援助を自分の仕事として扱われていないことが明らかである。
第２節 家庭内暴力への従来の法的対策
1995年の北京世界女性会議以降、次第にメディアなどで家庭内暴力が正面から取り上げられるように
なった。2001年、婚姻法が改正された際には、中華全国婦女連合会の建議もあって、家庭内暴力を禁止す
る諸規定が導入され、離婚要件の一つにもなった。その具体的条項が以下である。新婚姻法第３条の２に
は「家庭内暴力を禁止する」という明確な規定があり、第32条の２には「暴力を加えるか、家族内メン
バーを虐待または遺棄し、調停に失敗した場合は、離婚を認可する」と規定している。第43条の１には
「暴力を加えるか、家庭内メンバーを虐待した場合、被害者には請求権があり、居民委員会、村民委員会
及び所属の勤め先は忠告して止めさせるべきか調停すべきである」。さらに、第43条の２には「家庭内暴
力が振るわれている場合、被害者には請求権があり、居民委員会、村民委員会は忠告して止めさせるべき
で、警察は治安管理処罰の規定に基づいて行政処罰をするべきである」と規定されている。
１ 法律上における家庭内暴力の概念
2001年12月24日から実施された最高人民法院の「中華人民共和国婚姻法」の適用に関する解釈11)は、家
庭内暴力とは「行為者による殴打、縛り、傷つけ、自由の制限およびその他の手段で家庭内メンバーに肉
体的、精神的傷害の結果をもたらす行為で、持続的、経常的な家庭内暴力は虐待の構成要件に下該当す
る」と、概念と範囲を明確にしている。
しかし、それらは、まだ抽象的・原則的規定にとどまっており、その対象も、法律的には身体的暴力と
しか解釈されておらず、精神的・性的暴力は含まれていない。処罰や損害賠償もあまり行われない。一部
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11) 中国では、法律の解釈は裁判官がすることではなく、最高人民法院が統一的に、裁判官の法適用及び解釈の根拠になっている。最初
の刑法に関する解釈は1985年で、すでに200件ぐらいの解釈が公布されている。法律全体から見るとその数は厖大に近い。普通は最
高人民法院の司法解釈と呼ばれている。
表４ 中国法律援助状況統計
2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年
援助総数（人） 231,288 260,355 286,616 293,715 294,138 433,965 540,162
女 性（人） 41,107 55,994 56,250 64,518 572,889 76,257 94,712
女性比率 17.8％ 21.5％ 19.6％ 22.0％ 19.5％ 17.6％ 17.5％
典拠：中国司法部法律援助中心，中国法律支援網，2007年５月14日
中国婦聯の行動
s女性法律援助機関を設立した。
sホームページ（http://12338.org.cn）を作り上げ、法律援助熱線（16838198）を設置した。
s中国婦女法律援助基金を設立した。
s“中国女性法律援助行動” を展開した。
の省や市は、家庭内暴力の防止のための規定を制定しており、地区によっては、「家庭暴力通報センター」
なども開設している。ただ、それらの地方的規定には、みな「家庭と社会の安定のために家庭内暴力を防
止する」とあり、行政の取り組みには、調停で問題を解決しようとする側面もある。
確かに、新婚姻法で初めて家庭内暴力に関する条項が規定され、肉体的暴力については規制されたこと
により、女性の婚姻家庭生活の中での権利を保護することは評価できるが、見てきたように、家庭内暴力
は肉体的暴力だけではなく、性的暴力、精神的暴力も少なくないから、これらの暴力の予防と処罰にはや
はり問題点が多い。現実の生活の中で、家庭内暴力の相当部分が、夫による妻に対しての、または男性に
よる女性に対しての性的暴力と性的虐待で、夫が長期にわたって妻を冷遇、疎遠にするか、性的満足を与
えないこともこれにあたる。
２ 暴力の「持続性、経常性」
最高人民法院の新婚姻法適用に関する解釈の中の「持続的、経常的家庭内暴力は虐待の構成要件に該当
する」という規定から、行為者による殴打、縛り、傷つけ、自由の制限およびその他の手段で、非持続
的、非経常的でも家庭内暴力に当たると理解しうるが、この規定は実質的にとても大雑把で、誤解されや
すい不明確な基準でもある12)。家庭内暴力が虐待の構成要件に該当する解釈の条文を、「非持続的、非経
常的」でも家庭内メンバーに肉体的、精神的傷害の結果をもたらす行為は、家庭内暴力にあたると理解し
うる。
３ 暴力を振るう者への処罰条例
家庭内暴力の処罰につき、場合によっては、刑法の殺人罪、傷害罪、強姦罪、侮辱罪、誹謗罪も適応で
きるが、家庭内暴力行為の処罰は普通、人身傷害の構成要件と同じで、暴力行為による結果を根拠とし、
処罰できるか否かは被害者の被害程度によって決まる。
暴力の程度および結果について、刑法第234条には次のように規定されている。「軽傷を受けさせた者に
は３年以下の有期懲役、拘束また管制に該当する。重傷を受けさせた場合、3年以上10年以下の有期懲役
に該当する。死亡させあるいは特別残酷な手段を取って被害者に重傷させあるいはきわめて身体傷害を受
けさせた場合、10年以上の有期懲役、無期懲役あるいは死刑に該当する」、あるいは「『治安管理処罰条
例』に従って行政処罰に該当する」、「過ちのない者から申請がある場合、《婚姻法》第46条の規定に従っ
て、損害賠償の責任に該当する」ということである。
家庭内暴力につき、「民法通則」第98条の「公民は生命健康権を享有する」、第101条の「侮辱の方式で
公民の名誉を損なうことを禁ずる」、第103条の「公民は婚姻自主権を享有し、売買婚姻、親または周りの
者が決めて本人の意思を無視する強制婚姻およびその他の婚姻自由を干渉することを禁止する」、第119条
の「公民の身体を侵害して傷害をもたらした場合の医療費、仕事に支障を来してきた損害費用等を賠償し
なればならない」と規定されている。
４ 法律上の問題点
2008年９月９日、10日の２日間、中国法学会と黒竜江省婦聯と聯合し「暴力に関する地域メンバー会」
をハルビンで開催した。この会において、専門家は、家庭内暴力を根本的に禁止するために、最も効果が
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12) 鄭澤善「中国における家庭内暴力の現状とその対策―婚姻暴力を中心に」，古橋エツ子編『家族の変容と暴力の国際比較』，明石書
店，2007年，p. 50。
あるのは相関法律の完全と司法関与の強化であることを普遍的に認めた。また、専門的な暴力禁止法の設
定は最後の盾だと考えられた。しかし、法律があっても、暴力を受けた女性たちを必ず守れるとは言い切
れない。なぜなら、ちゃんとした暴力を受けた証拠を提供できないのが大きな原因と思われる。政府各界
や媒体など、暴力を受けた後の宣伝が足りないのである。傷だらけで外には出られない、あるいは体を他
の人には見せられないという思いを持っている中国の女性、特に保守的な農村における女性たちが少なく
ない。そして、裁判所ではとても不利な立場になりがちである。また、法律上では、暴力を受けた被害者
たちへの保護や援助、救済などほとんど言及していない。
第３節 家庭内暴力への新法律及び課題
2008年５月、最高人民法院中国応用法学研究所で、『家庭内暴力に関わる婚姻事件の審理指南』（以下は
『指南』と略する）を編制し実施した。この『指南』は明確な特徴を持っている。一つ目は、被害者への
人身安全の保護についての規定である。人身安全保護令が出たことは、まさにわが国における家庭内暴力
を防止する理念の転換である。すなわち、「事後懲役型から事前保護型」への転換である。二つ目は、「犠
牲補償と配慮の原則」を明確に確立したことである。『指南』によると、婚姻財産を分割する場合に、従
来の機械的な平均分割ではなく、適切に犠牲者に配慮することがわかった。
『指南』の頒布は、地方政府や多くの中級、高級法院に歓迎された。家庭内暴力事件を審理するときに、
重要な判断の依拠ともなっている。法律以外にも家庭内暴力を禁止するために必要なことがあると思われ
る。それを課題として次の７点に取り組むことが急がれている。
１ 社会全体の意識改革
中国人は、家庭内暴力を「家庭内のプライバシー」「夫婦間の私事」だという観念がまだ強いようであ
る。それで、法律を運用し、警察、検察、人民法院もあまり関わりをもとうとしない態度をとっている。
殺人事件に至らないかぎり、調停で済むようになっている。この伝統的旧観念を改革することこそ、家庭
内暴力の予防と制裁の重要な一環だと思われる。
２ 法律知識の普及
前から述べてきたように、中国では、家庭内暴力を禁止することを巡り、「婚姻法」と「婦女権益保障
法」及び69個の各地方性規範制度が作られている。しかし、いかにこの地方性の規範法則は原則性が強い
と言われていても、暴力を振るわれた女性には自分を法律によって守られる武器として認識させるべきだ
と思われる。
暴力を振るわれたことを「醜」とは考えず、自分の人権が侵害されたことを自覚させ、自分の権益を守
らなければならないことを意識させるために、政府関連部門は力を入れて法律を普及することが必要だと
思われる。例えば、「法律下郷」（農村で法律を普及すること）などの活動を行うことである。
さらに、暴力を振るわれた証拠を集めることに明らかに問題が存在している。ある調査のデータによる
と、各地人民法院で審理された婚姻家庭事件の中で、当事者が家庭内暴力を主張したのは40％−60％で、
その内、暴力の証拠として写真、病歴、通報記録、子どもの証言など提出できたのは30％弱しかなかっ
た。その上、「寧拆十座þ、不拆一門親」（一件の婚姻を守るため、十座のþを壊してもいい）の強い伝統
思想の影響で、証人として家庭内暴力の存在を指摘することはまだ少ないのである。
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人身保護令について
■内容：
｢退去命令」と「接近禁止令」からなっている。
■意義：
１．被害者への事前保護を強め、法が家に入る新しい道を切り開いた。
２．｢禁止」「強制」の形で、加害者から新しい暴力を受けることを妨げた。
３．｢退去命令」、「接近禁止」の許可は、被害者が加害者からの暴力を一定的に弱めた。
４．加害者を自らカウンセリングを受け、自分の行為について反省し、暴力をやめ、改めて家庭生
活に戻ることを厳しく促す。
５．実際に、人身安全保護令の発令は、有効的に家庭暴力事件の発生を妨げることが出来るだけで
はなく、成功的に危機に陥った家族を救うこともできる。
■発令の基準：
１．申立て人が提出した家庭暴力あるいは暴力脅迫を受けた証拠。
２．申立て人が提出した物は暴力の証拠にならない場合、裁判官の分析により、家庭内暴力あるい
は暴力脅迫の存在が大きいと確信できる。
３．申立て人は証拠を提出せず、裁判官が当事者双方への尋問を通じて、家庭内暴力あるいは暴力
脅迫の存在が大きいと確信できる。
４．申立て人は証拠を提出せず、裁判官の取調べで、家庭内暴力あるいは暴力脅迫の存在が大きい
と確信できる。
■「人身保護令」の問題点：
１．｢人身保護令」は人民法院が家庭内暴力事件を審理するときの参考に過ぎない。
２．法律の法規の根拠がないため法律の効力が低い。
３．｢人身保護令」の範囲は狭い。指南第31条により「人身保護令」の申立ては、離婚訴訟の前、
訴訟中、訴訟後の６ヵ月以内に提出する」。当事者は離婚を決しないかぎり、「人身保護令」を請
求できない。
４．家庭内暴力の定義では、性的暴力、精神的暴力、経済的暴力も含まれている。しかし、「人身
保護令」はただ身体的暴力を受けた人だけを保護するようになっている。
３ シェルターを設置する
暴力防止政策の一環として、事前予防するための関係機関（配偶者暴力相談支援センター、警察、社会
福祉事務所など）を設立することが目の前で求められている。事後保護のため、暴力を振るわれた女性へ
の避難所が必要となっている。
４ 政策を健全すること
家庭内暴力を書面政策作りに頼るばかりではいけないと思われる。政策の理念を理解した上、行動で貫
徹していくことが大切である。各省、市、地区で、暴力相談支援センターの設立が必要である。専門家を
窓口に配置し、定期的に家庭内暴力に関する講演会を開催するのも価値があると思われる。参加が自由に
なると、暴力を禁止する法律を普及することもでき、暴力を予防することも期待できる。
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５ 教育におけるジェンダーバイアスの改善
学校でのジェンダーについての教育は、家庭内暴力の更なる広がりを防ぐ一番根本的な措置だと思われ
る。中国の小学校では、体育授業でさえ、男の子と女の子を分けて運動活動を行っている。「女の子らし
い、男の子らしい」という考えをもって学生に要求する先生が少なくないのである。
専攻分野の偏りという教育におけるジェンダーバイアスは、中国では目立つことである。理学系に進学
する女性の割合が上昇傾向にあるとはいえ、まだまだ人文・教育など文科系に集中している。さらに問題
なのは、中国では、「女子向きの専攻」「男子向きの専攻」などという言い方が、ちっとも問題視されてい
ないということである。
また、改善策の一つとして、高校生、大学生に対する DV未然防止教育と中学生に対する性教育を含め
た予防教育に取り組むことが必要である。
６ 医師会及び医療機関における家庭内暴力対策と協力を図る
医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、医療ソーシャルワーカーなどは、日常の業務を行う中で、
被害者を発見しやすい立場にあることから、家庭暴力防止機関は、医師会及び医療機関に対し、研修など
による家庭内暴力への理解の促進に努めるとともに、被害者を発見した場合の通報体制の整備について、
協力を求めていくべきである。また、被害者の治療に際して、情報の保護や被害者やその子どもに対する
精神的・心理的治療・支援についても協力を図るべきと思われる。さらに、医療機関において、被害者の
相談や支援、関係機関との連携の窓口になることが期待される医療ソーシャルワーカーの配置についても
視野に入れ、可能性を検討する必要があると思われる。
７ 職場環境の改革
企業では、高学歴、高能力と多個性をもっている現代女性が続々進出している。彼女たちは、生きるた
めに就職するのではなくて、むしろ生き甲斐や働き甲斐の対象が「自分自身の能力」や「個性の発揮」に
向けられてきた。それで、会社は彼女たちのニーズに応じて、能力の開発や個性を発揮できる職場環境を
改革すべき時代になった。つまり、女性に対する考え方を、「人手から人材へ、さらに人材から人財へ｣13)
と発想転換する必要があると思われる。
以上述べてきたように、社会全体では家庭内暴力は「家務事」ではなく、犯罪行為だという意識転換を
しなければならない。それに、被害者とともに、地域及び社会全体が連携し法律を武器とし、家庭内暴力
を阻止していかなければならない。家庭内暴力を撲滅することは、社会全体の責任であることを全国民が
自覚しなければならないのである。
おわりに
今までの中国では、家庭内暴力は「家務事」として意識され、重視されなかった。しかし今、家庭内暴
力はすでに重大な社会問題になっている。しかも暴力手段はますます残酷化する一方である。女性の人権
侵害はもちろん、女性の生命を無視し、女性をモノ化する傾向も広がっている。これが社会発展の障害物
となり、社会の安定及び発展に影響を及ぼしている。このような家庭内暴力の深刻さに鑑みて、家庭内暴
力の予防対策、処罰、被害者への救済など法律の整備が急務であり、被害者保護施設の設立、被害者への
援助などを通じて、女性を家庭内暴力から守ることが重要な課題だと思われる。
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13) 田中豊治『環境と人間の共創』，学文社，2007年，p. 220．
本論文では、問題になった家庭内暴力の原因、背景、現状及び法的対策などの各側面から、調査データ
を基に、詳しく分析してきた。さらに、私は日本に５年近く住んでいる内に、日本における家庭内暴力へ
の法的対応をもっと勉強するようになり、佐賀県アバンセにある佐賀県 DV総合対策センターが主催した
男女共同参画イベントや定期講演会などにも参加した。暴力を振るわれた女性を支援するための物的、人
的、法的制度が揃っているという感じだった。例えば、いつでも相談ができるよう、24時間フリー電話を
待機させていることである。この他、政府の政策対策が制定された以上、その政策を推進するために、相
談窓口の設置や具体的な計画策定を働きかけていくことの大事さも感心した。これらを中国で展開する可
能性と必要性もあると思われ、中国に帰ったら、実際と結びつけながら、両国における家庭内暴力につい
てもっと深く研究していくつもりである。
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